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大阪府内市町村の平成２１年度普通会計決算状況に

ついては、平成２１年度地方財政状況調査の結果をと

りまとめたものが、本誌１１月号別冊データ集に掲載

されている。本稿では、歳入総額の中の市町村税収

入について、徴収実績の概況を紹介しつつ、若干の

解説を加えることとしたい。

なお、本稿において市町村税とあるのは、国民健

康保険税を含まないものである。

Ⅰ．市町村税収の状況

府内市町村の歳入総額に占める市町村税収入額の

割合は第１表のとおりである。平成２１年度税収割合

は４０.６％であり、前年を５.６％下回っている。これ

は、歳入総額は前年度比で７.５％の増となっている

が、市町村税において前年度比５.３％の減と大きく低

下したことによる。

また、平成２１年度の税収割合別団体数は第２表の

とおりである。

歳入総額に占める市町村税収入額の割合
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平成２１年度市町村税徴収実績の概況
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第１表　歳入総額に占める市町村税収入額の割合



平成２１年度の税目別市町村税収入額の推移（第３

表）を基に、主要税目に係る特徴を概観することと

する。

（１）市町村民税個人均等割及び所得割

個人均等割については、１.３％の増加となって

おり、所得割については、景気低迷の影響により

所得が減少したため、前年度と比較し、１.６％（額

にして７８億円）の減少となっている。

（２）市町村民税法人均等割及び法人税割

法人関係では、経済情勢の悪化による企業収益

の減少等により、法人均等割が２.６％の減少、法人

税割が３８.２％の減少となっている。

（３）（純）固定資産税及び都市計画税

（純）固定資産税については、０.４％（額にし

て２６億円）の増となっている。これは、土地に係

る税収が１.８％（額にして４７億円）増加したこと

が大きく影響している。

なお、都市計画税については、０.５％（額にし

て７億円）増加している。

（４）市町村たばこ税

市町村たばこ税については、消費が低迷し、

４.２％（額にして２７億円）の減少となっている。

これらの結果、市町村民税の減少が大きく影響

し、税収合計では５.３％減となり、２年連続で前年

度を下回ることとなった。

Ⅱ．税負担の状況

府内市町村における住民１人当たりに換算した税

収入の状況は、第４表のとおりである。

これは（注）書にもあるように現年課税分及び滞

納繰越分の収入済額を、平成１７年１０月１日現在の国

勢調査人口で除して求めた額であるので、この額が

直ちに現実の税負担の水準を表すものではないこと

を、あらかじめお断りしておく。

市町村税全体では、大都市平均が２１７,０５２円（前

年度２３２,１６２円に対し６.５％減）、都市平均で１４５,１２３

円（前年度１５１,３６８円に対し４.１％減）、町村平均で

１３３,２８５円（前年度１４１,１６９円に対し５.６％減）とな

っており、府内市町村平均では１７３,０８９円（前年度

１８２,８４８円に対し５.３％減）となっている。

税目別に見た場合、市町村民税の法人分及び（純）

固定資産税については、大都市とそれ以外では、そ

の格差が非常に大きくなっている。

なお、大都市における「その他の税」の額が高い

のは都市計画税、事業所税などの影響によるもので

ある。

Ⅲ．税源拡充（超過課税）の状況

府内で３３市４町が超過課税を実施しているが、こ

れに伴う平成２１年度の増収額は、第５表のとおりで

ある。

これによると、総額は１８４億５３百万円で前年度２９４

億１５百万円と比較して、１０９億６２百万円、３７.３％減

となっている。

実施団体の内訳では、法人均等割が１４市２町、法

人税割が３３市４町となっており、資本の金額等の区

分による不均一課税を併せて実施している団体が１１

市２町ある。

なお、平成１９年度からは、岬町が固定資産税の超

過課税を府内で初めて実施している。

市町村税収入の状況
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第２表　歳入総額に占める市町村税収入額の割合別団体数
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第３表　税目別市町村税収入額の推移

第４表　住民一人当たり税収入額 第５表　超過課税による増収額



Ⅳ．徴収率の概況

平成２１年度における市町村税全税目に係る徴収率

（以下、「総合徴収率」という。）の状況は、第６表の

とおりである。

表では、平成１６年度以前の表示はないが、現年課

税分と滞納繰越分を合わせた府計は、平成１４年度ま

で１２年連続で低下を続け、平成１６年度以降は上昇に

転じ、平成２０年度において対前年度横ばいの９４.５％

となっていたが、平成２１年度においては０.３％低下

し、９４.２％（これを団体区分別にみると、大都市で

０.３％、都市で０.１％、町村においても０.３％低下し

ている。）となっている。

平成２０年度において団体区分別に全国における数

値と比較すると、府内の大都市では全国平均を０.６％

下回るものの、都市では１.２％、町村では１.４％それ

ぞれ上回っている。なお、全国と府（除政令市）の

総合徴収率の推移は第１図のとおりである。

また、市町村ごとの総合徴収率による段階区分は

第７表のとおりであり、９０％に満たない市町村が前

年度の４市２町から３市２町に減少している。

主要税目ごとの徴収率の推移は第８表のとおりで

ある。

これによると、府計徴収率を現年課税分、滞納繰

越分の別に前年度と比較した場合、現年課税分では、

市町村民税においては０.２％低下しているが、（純）

固定資産税において横ばいであり、軽自動車税では

０.１％上昇し、全体では横ばいとなっている。滞納

繰越分では、市町村民税が０.１％低下しているが、

（純）固定資産税が０.９％、軽自動車税が０.６％それ

ぞれ上昇していること等から、全体では０.４％の上昇

となっている。

なお、平成２０年度において府計と全国計とを比較

してみると、現年課税分については、軽自動車税が

全国計を下回っているものの、市町村民税と（純）

固定資産税は上回っており、全体では、０.１％上回

っている。

また、現年課税分及び滞納繰越分の合計について

も、軽自動車税が全国計を４.２％下回っているもの

の、市町村民税が０.５％、（純）固定資産税が１.４％

上回っていること等から、全体では０.９％上回ってい

る。

Ⅴ．おわりに

以上、平成２１年度における市町村税の徴収実績を

掲載するに当たって、その概況について若干の説明

を加えた。

平成２１年度市町村税収は、経済状況の低迷から企

業収益が激減し、その影響を受け法人市町村民税法

人税割が前年度比３８.２％の減収となったこと等によ

り、前年度比５.３％減となっている。市町村において

税目別の徴収率の状況

平成２１年度　徴収の状況
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第６表　総合徴収率の状況



は税収入の確保に向けた様々な取組を実施されてい

るところであるが、納税を取り巻く状況は厳しさを

増す一方である。

しかしながら、どのような情勢においても、滞納

を許し財源を自ら減少させることは、納税者の理解

を得ることが出来ないだけでなく、行政への不満、不

信感へとつながり、納税意欲を減少させることも懸

念されることから、各市町村においては更なる徴収

の強化に向けて取組を進めていくことが求められる。
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第１図　全国と府（除政令市）の総合徴収率の推移

第７表　徴収率の段階区分別団体数
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第８表　主要税目の徴収率の推移
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